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各 指定都市 介護保険担当主幹部（局） 御中 

  中 核 市   

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

保険医療機関と併設する介護医療院における夜勤職員の員数の算定について 

 

 

介護医療院における夜勤職員の員数の算定については、「保険医療機関と併設する介

護医療院における夜勤職員の員数の算定について」（平成 30年９月 28日付け厚生労働

省老健局老人保健課事務連絡）により、取り扱っているところです。 

今般、｢医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の

相互に関連する事項等について｣（平成 18年４月 28日老老発第 0428001号・保医発第

0428001号）が改正され、本改正に合わせて別添のとおり改正することとしたので、貴

管内の関係施設への周知をお願いします。 

 

  



 

○ 保険医療機関と併設する介護医療院における夜勤職員の員数の算定について（平成 30 年９月 28 日付け厚生労働省老健局老人保

健課事務連絡） 

（下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

１ 保険医療機関と併設する介護医療院における夜勤職員の員数の算定につい

て 

保険医療機関とこれに併設する介護医療院における夜勤職員の員数は、そ

れぞれの人員に関する要件を満たすことが原則である。 

しかしながら、保険医療機関が病床の一部を当該保険医療機関に併設する

介護医療院に転換させ、かつ、転換後の保険医療機関の病床数及び併設する

介護医療院の入所定員（保険医療機関から転換した病床（以下「転換病床」

という。）を活用するものに限る。）の合計が転換前の保険医療機関の病床数

以下である場合には、実態として、転換後の施設（保険医療機関と介護医療

院を併せた全体をいう。以下同じ。）全体の医療と介護の内容は、転換前の

保険医療機関の医療と介護の提供の内容を超えないと考えられる。 

そのため、適切な医療と介護を提供する観点から、転換後の施設が全体で

一体性を確保していると認められる場合であって、次に掲げる要件のすべて

を満たすときには、転換後の介護医療院における夜勤職員は必要数が確保さ

れているものとして取り扱うものとする。 

① 転換前の保険医療機関（病院に限る。以下同じ。）の療養病棟（健康

保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 83 号）附則第 130

条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法

第 26条の規定による改正前の介護保険法第８条第 26項に規定する療

養病床等に係る病棟をいう。以下同じ。）において、「医療保険と介

護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互

に関連する事項等について」（平 18年４月 28日老老発第 0428001号・

保医発第 0428001号）の第３の４に定める夜間勤務の体制を採用して

いること。 

②～⑦ （略） 

２ （略） 

１ 保険医療機関と併設する介護医療院における夜勤職員の員数の算定につい

て 

保険医療機関とこれに併設する介護医療院における夜勤職員の員数は、そ

れぞれの人員に関する要件を満たすことが原則である。 

しかしながら、保険医療機関が病床の一部を当該保険医療機関に併設する

介護医療院に転換させ、かつ、転換後の保険医療機関の病床数及び併設する

介護医療院の入所定員（保険医療機関から転換した病床（以下「転換病床」

という。）を活用するものに限る。）の合計が転換前の保険医療機関の病床数

以下である場合には、実態として、転換後の施設（保険医療機関と介護医療

院を併せた全体をいう。以下同じ。）全体の医療と介護の内容は、転換前の

保険医療機関の医療と介護の提供の内容を超えないと考えられる。 

そのため、適切な医療と介護を提供する観点から、転換後の施設が全体で

一体性を確保していると認められる場合であって、次に掲げる要件のすべて

を満たすときには、転換後の介護医療院における夜勤職員は必要数が確保さ

れているものとして取り扱うものとする。 

① 転換前の保険医療機関（病院に限る。以下同じ。）の療養病棟（健康

保険法等の一部を改正する法律（平成 18年法律第 83号）附則第 130

条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法

第 26条の規定による改正前の介護保険法第８条第 26項に規定する療

養病床等に係る病棟をいう。以下同じ。）において、「医療保険と介

護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互

に関連する事項等について」（平成 18 年４月 28 日老老発第 0428001

号・保医発第 0428001号）の第２の２に定める夜間勤務の体制を採用

していること。 

②～⑦ （略） 

２ （略）  
（別添） 


